






A Study of Social Roles and Issues of Disaster Prevention Officers田 中 純 一要旨日本各地で自然災害が頻発する中、自助・共助の中心的存在となる防災士の養成が全国で取り組まれている。その一方で、防災士の実態を明らかにした調査は十分とはいえない。本稿では、筆者が２０１７年３月に実施した石川県防災士会所属会員へのアンケート調査結果の自由回答を分析し、防災士が直面する課題を整理しつつ、量的拡充が進められる防災士養成の一方で生じる質的課題について分析、対応に向けた具体的提案を行った。キーワード：防災士（disaster prevention officer）／防災士が直面する課題（issues faced by disaster prevention officer）
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－１７８－
証明」を取得すること、②前項研修講座の履修証明を取得した者は、日本防災士機構が実施する「防災士資格取得試験」を受験し、合格すること、③全国の自治体、地域消防署、日本赤十字社等の公的機関、またはそれに準ずる団体が主催する「救急救命講習」を受け、その修了証を取得すること、の３項目の証明書を取得することが条件となっている。 １．２防災士への社会的関心防災士が検討されるようになった背景に１９９５年の阪神淡路大震災の教訓がある。大都市で発生した直下型地震は広域に甚大な被害をもたらした。被害は行政機関も例外ではなく、かつ被災エリアの広域化と相まって、初期段階での救助・救出、消火活動等が大きく制約されることとなった。公助がその限界を露呈する一方で、倒壊した住宅か表１ 防災士養成カリキュラム序 論 ○防災士の役割○過去や最近の自然災害のまとめと教訓 １１時間（７講座）１．いのちを自分で守る（自助） ○個人の平常時対策（家族防災会議、備蓄品、避難計画、安否確認計画）○すまいの耐震化（耐震診断、家具固定、建物耐震化、耐震規定）○個人の災害発生時対応（身体防護、火気管理、脱出、救助、避難、安否確認連絡、外出時対応などの要領）○ライフライン（電力、ガス、上水道、電話、鉄道、道路）の被害想定と断絶時対応○災害医療（心理ケア、PTSD）、高齢者・乳幼児対応 １１時間（７講座）２．地域で活動する（共助・協働） ○地域の防災活動（自主防災組織、学校での防災活動、防災教育・訓練、普及活動、各地の活動例）○行政の平常時対策（関連法令、防災計画、被害想定、避難計画、防災拠点、生活弱者対策、行政支援制度、相互応援協定）○行政の災害発生時対応（情報の収集・伝達、災害時要配慮者避難、消防活動、救助活動などの要領）○避難所（標示、開設・運営要領、物資調達・分配）○ボランティア（活動の流れ、活動要領、具体的活動例）、緊急救助技術を身につける（災害現場における救出・防火技術、災害時要配慮者の救助・誘導技術）○災害復旧・支援制度（人・企業・産業） １１時間（７講座）３．災害発生のしくみを学ぶ ○地震（活断層、群発地震、液状化）○津波、高潮○市街地大火、火災旋風○火山噴火、火砕流、溶岩流○風水害（台風、集中豪雨、洪水、竜巻、豪雪）○土砂災害（土石流、がけ崩れ、地すべり） ９時間（６講座）４．災害に関わる情報を知る ○気象予報、警報・注意報○警戒宣言、避難勧告○安否情報、被害情報の発信・伝達・収集○災害報道、インターネットの活用○流言、風評被害○最新の地震活動、地震危険情報○被害想定、ハザードマップ○災害観測・防災システム（防災 GIS、リアルタイム地震学など） ９時間（６講座）５．新たな減災や危機管理の手法を身につける ○危機管理の基本概念○都市災害の特徴、都市防災計画・技術○企業の防災活動・BCP・危機管理、地域協力○災害と損害保険・共済○災害復興（住宅再建・復興まちづくり） ８時間（５講座）６．いのちを守る ○応急手当の基礎知識○心肺蘇生法、AEDの操作方法、大出血時の止血法、傷病者管理法、けが・骨折の応急手当、運搬法など ３時間（２講座）
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防災士の社会的役割と課題に関する一考察
－１７９－
ら住民を救出し、手当てしたのは住民であった。こうした過去の苦い経験から、１９９９年に一定のスキルを持った民間ボランティアリーダーの養成を目的とする防災士制度が検討され、２００３年９月には第一回防災士資格取得試験が実施、翌１０月に第一号となる防災士２１６名が誕生した。これ以降、地震や津波、豪雨災害など自然災害の現場では、初期段階から近隣の防災士が現場に駆けつけ、ボランティアセンター立ち上げや現場でのボランティアのコーディネート機能を担うなど救援活動動のための環境づくりを担える人材として、徐々にその名称が認知され、評価されていった。防災士資格制度の背景には、それまでばらばらの状態にあった自治体の人材育成の現状への対応という意味があった。資格制度にすることで、そ れまでの自治体間の質的レベルの差異を解消するとともに、地域内に一定数の防災士を確保することで、地域レベルでの自助・共助の力を向上させる狙いがあり、そのことは「減災社会の実現に向けた国民一人ひとりの備えの実践」（平成１７年版防災白書）に象徴されている。その結果、２０１７年９月時点での認証数（全国）は１３５，０００名となった。都道府県別でみると、もっとも多いのが東京都の１１，６２３人であり、以下、愛媛県（９，６７４人）、大分県（８，５２８人）、愛知県（５，０５１人）、埼玉県（４，９４８人）、石川県（４，６５８人）と続く。一方、１，０００人当たりの人口比でみると大分県が７．１２人と最も高く、次いで愛媛県（６．７６人）、石川県（５．４０人）、高知県（３．６０人）、宮崎県（３．２９人）となる（表２）。表２ 都道府県別に見た防災士数（人口比）都道府県 防災士率 都道府県 防災士率１ 大分県 ７．１２ ２５ 茨城県 ０．９９２ 愛媛県 ６．７６ ２６ 三重県 ０．９４３ 石川県 ５．４０ ２７ 長崎県 ０．９２４ 高知県 ３．６０ ２８ 東京都 ０．８８５ 宮崎県 ３．２９ ２９ 島根県 ０．８７６ 新潟県 ２．９７ ３０ 秋田県 ０．８６７ 徳島県 ２．９１ ３１ 熊本県 ０．８６８ 岐阜県 ２．０５ ３２ 広島県 ０．８５９ 和歌山県 １．８７ ３３ 鳥取県 ０．８３１０ 香川県 １．８６ ３４ 静岡県 ０．８１１１ 奈良県 １．７２ ３５ 兵庫県 ０．７５１２ 宮城県 １．５９ ３６ 福岡県 ０．７４１３ 長野県 １．５８ ３７ 千葉県 ０．７２１４ 富山県 １．３３ ３８ 埼玉県 ０．６９１５ 滋賀県 １．２６ ３９ 愛知県 ０．６８１６ 岩手県 １．２２ ４０ 鹿児島県 ０．６７１７ 佐賀県 １．１７ ４１ 北海道 ０．５４１８ 青森県 １．１６ ４２ 群馬県 ０．５０１９ 山口県 １．１２ ４３ 神奈川県 ０．５０２０ 栃木県 １．１１ ４４ 大阪府 ０．４９２１ 福島県 １．０１ ４５ 山梨県 ０．４０２２ 福井県 １．０１ ４６ 京都府 ０．３５２３ 岡山県 １．０１ ４７ 沖縄県 ０．２９２４ 山形県 ０．９９
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